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成
果

　成果指標については、21年度目標は下回ってはいるものの、前年度と同様に比較的高
い実績となっている。これは、成人の各種健康診査を区内医療機関に委託していること
が、かかりつけ医(日頃から健康相談をしたり、初期の医療を行う地域の医療機関医師）を
身近に感じられることにつながっているものと考えられる。

コ
ス
ト

　トータルコストは20年度に比べ84％増となっている。これは、老朽化・狭隘化した保健所
を建て替え、（仮称）子ども総合センターと複合施設にする建設経費の増によるものであ
る。

成果向上
のための
取組方針

　政策・施策マーケティング調査における施策の重要度調査では、最も高く７割を超えてい
る。休日応急診療事業（固定・輪番）、小児初期救急平日夜間診療事業、障害児・者歯科
診療、ねたきり高齢者歯科診療については、区民の安心を高めるために重要な事業であ
り、引き続き必要な医療体制を維持して行く。
　医療に関する相談体制の整備については引き続き検討して行く。
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施策意図 身近な所に医療機関があり、必要な時に医療を受けられる環境をつくります。

現状と課題

　休日・夜間の一次救急医療サービスの提供、障害児・者やねたきり高齢者等に対
する必要な時に適切な歯科診療を提供する体制の確保など、区民の医療不安に応
えている。
　今後は、医療に対する相談体制の整備、患者・家族等と医療機関との信頼関係の
構築とともに、区における望ましい地域医療や地域保健のあり方の検討などを進め
て行く。
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成
果

 8割の区民が「必要とする医療を受けられている」と感じており、区民の安全・安心の視点
から、一定の効果をあげている。
  平成20年度に創設された前期高齢者の財政調整制度による歳入増加により、一般会計
からの繰入率は、平成20年度より低下させることができ、目標を6.7ポイント下回ることがで
きた。
　医療保険においては、高額介護合算療養費や高額療養費特別支給金の支給など、新た
な制度変更に遅滞なく対応し、適切に制度運営ができた。
　各助成事業は、区民の早期受診と必要な治療に結びついており、子ども等の健康維持
や感染症予防に効果を上げている。

コ
ス
ト

　本施策におけるトータルコストの93.5%は、国民健康保険の保険給付と一般事務によって
占められており、これらは平成20年度と比べて1,114百万円（3.4%）の増となってる。平成21
年度は、医療費抑制の一環として、ジェネリック医薬品希望カードを国保に加入する全世
帯に配布するとともに、医療費通知の発送や診療報酬明細書の点検調査に引き続き注力
し、約124百万円の過誤請求分を捉え、診療報酬の適正な支払ができた。
　また、滞納処分の体制を新たに整えて国税徴収法に基づく財産調査や処分を実施し、滞
納繰越分の保険料収納率は、前年度の23.0％から24.7％へ1.7ポイント増となった。
　各助成事業の対象者数は、漸減ないしは横ばいの状況で、早期受診の影響や人件費の
削減などから、事業コストは、助成事業全体で約40百万円減少した。

成果向上
のための
取組方針

　医療保険システムの安全性を高めるため、導入後7年が経過した国民健康保険システム
をリプレイス（全面入替）する。
　特定健康診査・特定保健指導は、「健康診査・検診」（保健所）施策のもとで行われている
が、健康保持は、医療費の抑制につながることから、保険財政基盤の強化のために保健
所と連携して取り組む。
　国が導入する新たな保険制度に区民の理解を得るため、制度内容の変更や保険料負担
について、適宜、適切に広報するとともに、国に対して区民の生活実態を踏まえた意見を
提出する。
　子ども医療費助成事業等の各助成事業は、継続して実施する。
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一般会計から国
民健康保険特別
会計への繰入れ
率

％
一般会計（法定
外）繰入れ率

18.40 18.20 18.00 17.80 17.70

施策意図 医療保険が安定的に運営され、区民が必要とする医療を受けている。

現状と課題

  医療費が増大する中で、保険制度を安定的に維持する財政基盤の強化が求められ
ている一方、被保険者の保険料の伸びの抑制も課題となっている。
　国は、後期高齢者医療制度を廃止することとし、新たな制度の平成25年度導入に向
けて検討を進めている。また、区市町村が保険者である国民健康保険事業の広域化
の議論も本格化している。
　子ども医療費助成事業等の各助成事業は、医療費にかかる経済的負担を軽減する
ことにより、子育て中の家庭や障害のある方が必要とする医療を、安心して受けられ
るようにしている。
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施策名 医療保険・助成
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担当課 国保年金課
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922,646 926,400 960,800

1,240 1,173 1,200

58,743 60,700 58,520

80.90 80.86 81.00

－ － －

2,419,280 2,197,311 2,256,200
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11,370 8,445 －

12,320

-560

0.03

増減額
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国保年金課

２０実績  ２１実績

事務事業コスト（千円）

母子医療給付事業

事務事業名
成果指標

乳幼児精密件数　（件）

心身障害者医療費
助成

マル障受給者実数
（人）

－

２１
実績

特殊疾病医療費助
成

難病 医療券交付率（医
療券交付数／医療費助
成申請件数×100（％）)

小児慢性疾患・精神疾
患交付数　（件）

大気汚染障害者認
定審査会事務

認定審査会での年間認定者
数(新規・更新)（人）

期限到達・未更新などに
よる資格喪失者数（人）

子ども医療費助成
事業

医療証新規交付数
（件）

医療助成件数（件）

無

担当課

医療証新規交付数
（件）

医療費助成件数（件）

24,234 17,571

指標名（単位）
２０

実績

妊娠高血圧＋未熟児養
育＋育成＋療育医療受
給者合計数 　（人）

12,880

ひとり親家庭等医
療費助成

医療諸費（老人医
療事業）

一般事務（国民健
康保険）

自立支援医療（精
神障害者）

自立支援医療費更新・
変更など件数　(件）

新規申請件数　（件）

無

給付件数（療養の給付
等件数） （件）

レセプト点検による財政効果率　 （内
容点検調査による調整金額÷診療報
酬保険者負担総額）×100（％）

無

3

受診件数／年（受給者
1人当り）（件）

老人医療給付費／年（受
給者1人当り）
(千円)

収納率（現年分）（収納額
÷調定額×100）　（％）

－

512,129

-7,635

1,121,143
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施策名

無

無

無

医療保険・助成

保険給付（国民健
康保険）

無

無

168,019

無
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施策名 医療保険・助成

施策トータルコスト
（千円）

担当部 福祉部

36,550,335 担当課 国保年金課
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２０
実績

２１
実績

２２
目標

２０実績 効率性
の分析増減額

事務事業名
成果指標 事務事業コスト（千円）

取組
内容

結核医療公費負担事
業

治療成功率　治療成功者
数÷治療終了者数×100
（％）

55,722

 ２１実績 施策内
割合(%)

一般事務（後期高齢
者医療事業）

収納率（現年分）（収納額÷
調定額×100）　（％） 163,128

2

有
－ -9,945 B

45,777

0.13

0.38

1,2,3

無
－ -22,807 A

140,321


